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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　二次電池を有する電池システムと、
　前記電池システムの二次電池への給電処理を行う充電器とを備え、
　前記電池システムは、
　二次電池の状態を測定した情報である測定情報を記憶する測定情報記憶手段と、
　二次電池の状態を測定して、前記測定情報記憶手段に測定情報を記憶させる測定情報登
録手段と、
　前記充電器が通信ネットワークに接続されているか否かを判定する接続判定手段とを備
え、
　前記測定情報登録手段は、前記充電器が通信ネットワークに接続されていることを条件
に、前記測定情報記憶手段に記憶された測定情報を前記充電器に送信する
　ことを特徴とする二次電池管理システム。
【請求項２】
　測定情報登録手段は、充電器が通信ネットワークに接続されていることを条件に、測定
した測定情報を、測定情報記憶手段に記憶させずに充電器へ送信する
　請求項１記載の二次電池管理システム。
【請求項３】
　前記電池システムは、移動体に搭載され、
　測定情報登録手段は、移動体が起動していない間も、二次電池の状態を測定して測定情
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報記憶手段に測定情報を記憶させる
　請求項１または請求項２記載の二次電池管理システム。
【請求項４】
　二次電池の状態を通信ネットワークを介して管理する二次電池状態管理手段を備え、
　充電器は、
　電池システムから受信した測定情報を、前記二次電池状態管理手段に送信する測定情報
送信手段を備え、
　前記二次電池状態管理手段は、
　二次電池を搭載する移動体ごとに、当該移動体を管理する管理手段を識別する情報であ
る管理手段識別情報を記憶する管理手段識別情報記憶手段と、
　前記充電器から受信した測定情報に基づいて、二次電池の状態を分析する分析手段と、
　分析対象の二次電池を搭載する移動体を管理する移動体管理手段を、前記管理手段識別
情報記憶手段に記憶された管理手段識別情報に基づいて特定し、特定した移動体管理手段
に対して前記分析手段による分析結果を送信する分析結果送信手段とを含む
　請求項１から請求項３のうちのいずれか１項に記載の二次電池管理システム。
【請求項５】
　二次電池を搭載する移動体を管理する移動体管理手段を備え、
　前記移動体管理手段は、
　分析結果送信手段から受信した分析結果に基づいて、分析対象の二次電池を搭載した移
動体の保有者への通知要否を判定する通知要否判定手段を含む
　請求項４記載の二次電池管理システム。
【請求項６】
　移動体管理手段は、移動体を保有する保有者の情報を記憶する保有者情報記憶手段を備
え、
　通知要否判定手段は、移動体の保有者へ通知が必要であると判定したことを条件に、移
動体の保有者の通知先を前記保有者情報記憶手段に記憶された情報をもとに特定して、当
該保有者に通知を行う
　請求項５記載の二次電池管理システム。
【請求項７】
　測定情報登録手段は、測定情報として、充電時の日時を示す情報と、充電時における二
次電池の電圧値、電流値及び温度を示す情報と、充電開始及び完了時の二次電池の状態を
示す情報のうちの少なくとも１つの情報を、二次電池を識別する情報と共に充電器へ送信
する
　請求項１から請求項６のうちのいずれか１項に記載の二次電池管理システム。
【請求項８】
　電池システムと充電器とは、充電手順を表す情報を通信するインタフェースである情報
通信インタフェースを用いて接続される
　請求項１から請求項７のうちのいずれか１項に記載の二次電池管理システム。
【請求項９】
　電池システムは、
　二次電池への充電を制御する充電制御手段を備え、
　充電器は、
　指定された充電器の動作状態を入力する入力手段を備え、
　前記充電制御手段は、前記入力手段が充電を行わないことを示す動作状態を入力したと
きに、二次電池への充電を抑制し、
　測定情報登録手段は、情報通信インタフェースを介して測定情報を充電器に送信する
　請求項８記載の二次電池管理システム。
【請求項１０】
　二次電池と、
　前記二次電池の状態を測定した情報である測定情報を記憶する測定情報記憶手段と、
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　前記二次電池の状態を測定して、前記測定情報記憶手段に測定情報を記憶させる測定情
報登録手段と、
　前記二次電池への給電処理を行う充電器が通信ネットワークに接続されているか否かを
判定する接続判定手段とを備え、
　前記測定情報登録手段は、前記充電器が通信ネットワークに接続されていることを条件
に、前記測定情報記憶手段に記憶された測定情報を、前記充電器に送信する
　ことを特徴とする電池システム。
【請求項１１】
　測定情報登録手段は、充電器が通信ネットワークに接続されていることを条件に、測定
した測定情報を、測定情報記憶手段に記憶させずに充電器へ送信する
　請求項１０記載の電池システム。
【請求項１２】
　二次電池を有する電池システムが、二次電池の状態を測定し、
　前記電池システムが、測定した二次電池の状態を示す情報である測定情報を、測定情報
測定情報記憶手段に記憶させ、
　前記電池システムが、当該電池システムの二次電池への給電処理を行う充電器が通信ネ
ットワークに接続されているか否かを判定し、
　前記電池システムが、前記充電器が通信ネットワークに接続されていることを条件に、
前記測定情報記憶手段に記憶された測定情報を、前記充電器に送信する
　ことを特徴とする二次電池管理方法。
【請求項１３】
　充電器が通信ネットワークに接続されていることを条件に、測定した測定情報を、測定
情報記憶手段に記憶させずに充電器へ送信する
　請求項１２記載の二次電池管理方法。
【請求項１４】
　二次電池を有し、当該二次電池の状態を測定した情報である測定情報を記憶する測定情
報記憶手段を備えたコンピュータに適用される二次電池管理プログラムであって、
　前記コンピュータに、
　二次電池の状態を測定して、前記測定情報記憶手段に測定情報を記憶させる測定情報登
録処理、および、
　前記二次電池への給電処理を行う充電器が通信ネットワークに接続されているか否かを
判定する接続判定処理を実行させ、
　前記測定情報登録処理で、前記充電器が通信ネットワークに接続されていることを条件
に、前記測定情報記憶手段に記憶された測定情報を、前記充電器に送信させる
　ことを特徴とする二次電池管理プログラム。
【請求項１５】
　コンピュータに、
　測定情報登録処理で、充電器が通信ネットワークに接続されていることを条件に、測定
した測定情報を、測定情報記憶手段に記憶させずに充電器へ送信させる
　請求項１４記載の二次電池管理プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電動車両などに搭載される二次電池の状態を管理する二次電池管理システム
、電池システム、二次電池管理方法及び二次電池管理プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　二次電池を搭載した電動車両として、例えば、電気自動車や、内燃機関及びモータの両
方を搭載したハイブリッド車などが挙げられる。このような電動車両を電気で駆動させる
ためには、搭載した二次電池に外部の充電器から充電を行うことが必要になる。この二次
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電池への充電の際には、一般的に、電池固有の特性に合わせた充電制御が必要になる。
【０００３】
　また、二次電池を長期間使用する場合、充放電が繰り返し行われることが考えられる。
充放電が繰り返し行われると、二次電池の性能が劣化し、劣化の条件によっては、二次電
池が発熱し、発火する恐れがある。甚大な被害が二次電池利用者に及ぶことを避けるため
にも、二次電池を使用する際には、劣化状況を監視することが必要になる。
【０００４】
　特許文献１には、電動車両に搭載されたバッテリの劣化を判定する劣化度演算装置が記
載されている。特許文献１に記載された装置では、電動車両に搭載された二次電池を電動
車両外部の電源により充電する際、電動車両に搭載されたバッテリーコントロールユニッ
ト（ＢＣＵ：Battery Control Unit）が電流積算による充電容量と、開放電圧値の変化に
よる容量変化とを算出し、これらを比較することで劣化度を推定する。
【０００５】
　特許文献２には、蓄電池の保守管理方法が記載されている。特許文献２に記載された管
理方法では、蓄電池の使用状態を常時監視し、発信された測定データを通信回線経由で受
信してサーバに蓄積する。また、保守管理が必要な蓄電池を特定すると、管理センタから
使用者に自動的にその旨を報告する。
【０００６】
　また、特許文献３には、電池寿命を一元管理する電池管理システムが記載されている。
特許文献３に記載されたシステムでは、電池の充電終了を示す情報の受信回数をもとに電
池寿命を管理する。
【０００７】
　特許文献４には、車の運行情報を収集する車載情報収集システムが記載されている。特
許文献４に記載されたシステムでは、車の運行に伴って逐次発生する情報を一時的に保持
し、所定の時間経過後もしくは蓄積量が所定の量を超えるたびに、保持している情報を自
動的にＤＳＲＣ（Dedicated Short Range Communication ：専用狭域通信）車載器へ送信
する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００９－７１９８６号公報
【特許文献２】特開２００３－１２３８４７号公報
【特許文献３】特開２００８－７９４５６号公報
【特許文献４】特開２００８－１２９７９０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、特許文献１に記載された演算装置のように、電動車両において二次電池
の劣化管理を行う場合、メモリ容量や処理性能が限られるため、例えば、二次電池劣化度
の経時変化など、大量のデータ処理や複雑な処理が行えないという課題があった。また、
新たな分析手法が確立された場合には、各電動車両内のソフトウェアを変更する必要があ
り、柔軟性に欠けるという課題があった。
【００１０】
　一方、特許文献２～特許文献４に記載された方法やシステムでは、測定したデータをサ
ーバやＤＳＲＣ車載器に送信し、サーバやＤＳＲＣ車載器側でデータ処理が行われるため
、大量データの処理や複雑な処理を行うことは可能である。しかし、特許文献２に記載さ
れた保守管理方法は、蓄電池の使用状態を常時監視するものである。そのため、管理対象
とする蓄電池が常時接続されていない場合には、その蓄電池を適切に管理出来ないという
課題がある。
【００１１】
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　また、特許文献３に記載された電池管理システムでは、充電回数や接続時間を計測可能
な充電器を常に利用して充電することを前提としている。そのため、これらの機能を備え
ていない充電器に対して充電処理が行われた回数や時間は考慮されない。よって、機能の
異なる複数の充電器が用いられる場合、電池を適切に管理出来ないという課題がある。
【００１２】
　また、特許文献４に記載されたシステムでは、情報を保持している装置が外部装置に対
して定期的に無線通信による情報の送信が可能であることを前提としている。そのため、
このような無線通信機能を備えていない装置では、保持している情報を外部装置に送信で
きず、収集した情報を適切に管理できないという課題がある。
【００１３】
　そこで、本発明は、測定された二次電池の状態を適切に管理できる二次電池管理システ
ム、電池システム、二次電池管理方法及び二次電池管理プログラムを提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明による二次電池管理システムは、二次電池を有する電池システムと、電池システ
ムの二次電池への給電処理を行う充電器とを備え、電池システムが、二次電池の状態を測
定した情報である測定情報を記憶する測定情報記憶手段と、二次電池の状態を測定して、
測定情報記憶手段に測定情報を記憶させる測定情報登録手段と、充電器が通信ネットワー
クに接続されているか否かを判定する接続判定手段とを備え、測定情報登録手段が、充電
器が通信ネットワークに接続されていることを条件に、測定情報記憶手段に記憶された測
定情報を充電器に送信することを特徴とする。
【００１５】
　本発明による電池システムは、二次電池と、二次電池の状態を測定した情報である測定
情報を記憶する測定情報記憶手段と、二次電池の状態を測定して、測定情報記憶手段に測
定情報を記憶させる測定情報登録手段と、二次電池への給電処理を行う充電器が通信ネッ
トワークに接続されているか否かを判定する接続判定手段とを備え、測定情報登録手段が
、充電器が通信ネットワークに接続されていることを条件に、測定情報記憶手段に記憶さ
れた測定情報を、充電器に送信することを特徴とする。
【００１６】
　本発明による二次電池管理方法は、二次電池を有する電池システムが、二次電池の状態
を測定し、電池システムが、測定した二次電池の状態を示す情報である測定情報を、測定
情報測定情報記憶手段に記憶させ、電池システムが、その電池システムの二次電池への給
電処理を行う充電器が通信ネットワークに接続されているか否かを判定し、電池システム
が、充電器が通信ネットワークに接続されていることを条件に、測定情報記憶手段に記憶
された測定情報を、充電器に送信することを特徴とする。
【００１７】
　本発明による二次電池管理プログラムは、二次電池を有し、その二次電池の状態を測定
した情報である測定情報を記憶する測定情報記憶手段を備えたコンピュータに適用される
二次電池管理プログラムであって、コンピュータに、二次電池の状態を測定して、測定情
報記憶手段に測定情報を記憶させる測定情報登録処理、および、二次電池への給電処理を
行う充電器が通信ネットワークに接続されているか否かを判定する接続判定処理を実行さ
せ、測定情報登録処理で、充電器が通信ネットワークに接続されていることを条件に、測
定情報記憶手段に記憶された測定情報を、充電器に送信させることを特徴とすることを特
徴とする。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、測定された二次電池の状態を適切に管理できる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】



(6) JP 5668753 B2 2015.2.12

10

20

30

40

50

【図１】本発明の第１の実施形態における二次電池管理システムの例を示すブロック図で
ある。
【図２】本発明の第１の実施形態における二次電池管理システムの他の例を示すブロック
図である。
【図３】電池システム２を詳細化した例を示すブロック図である。
【図４】電池システム２を詳細化した他の例を示すブロック図である。
【図５】第一の充電器５を詳細化した例を示すブロック図である。
【図６】第二の充電器７を詳細化した例を示すブロック図である。
【図７】二次電池管理サーバ９を詳細化した例を示すブロック図である。
【図８】車両所有者管理サーバ１０を詳細化した例を示すブロック図である。
【図９】充電器５を電池システム２に接続させる場合の動作の例を示すシーケンス図であ
る。
【図１０】充電器７を電池システム２に接続させる場合の動作の例を示すシーケンス図で
ある。
【図１１】充電器５を、充電ログが蓄積されている状態で電池システム２に接続させる場
合の動作の例を示すシーケンス図である。
【図１２】第二の実施形態における充電器を詳細化した例を示すブロック図である。
【図１３】充電をしない動作モードで充電器５を接続させる場合の動作の例を示すシーケ
ンス図である。
【図１４】本発明による二次電池管理システムの最小構成の例を示すブロック図である。
【図１５】本発明による電池システムの最小構成の例を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の実施形態を図面を参照して説明する。
【００２１】
実施形態１．
　本発明における二次電池管理システムは、二次電池を有する電池システムと、その電池
システムに接続させて二次電池への給電処理を行う充電器とを備えている。本発明の第一
の実施形態における二次電池管理システムでは、電池システムが、通信ネットワークを介
して他の装置と通信可能な充電器と、他の装置と通信を行わない充電器のいずれかの充電
器に接続されるものとする。以下、電池システムが、他の装置と通信可能な充電器に接続
される場合と、他の装置と通信を行わない充電器に接続される場合とに分けて、それぞれ
説明する。
【００２２】
　まず、本実施形態における電池システムが、通信ネットワークを介して他の装置と通信
可能な充電器に接続される場合の構成を説明する。図１は、本発明の第１の実施形態にお
ける二次電池管理システムの例を示すブロック図である。図１に例示する二次電池管理シ
ステムは、電池システム２と、充電器５とを備えている。電池システム２は、電動車両１
に搭載される。また、充電器５へは、第一の商用電源６（以下、商用電源６と記す。）か
ら電力が供給される。
【００２３】
　充電器５と電池システム２とは、給電線３ａ及び通信線４で接続される。充電器５は、
給電線３ａを介して電池システム２に対する電力供給を行う。また、充電器５は、通信線
４を介して電池システム２との通信を行う。ここで、充電手順を表す情報とは、充電を開
始するまでに充電器５と電池システム２との間で行われる充電の準備の際に用いられる情
報である。以下、充電手順を表す情報が充電器５と電池システム２との間で相互に送受信
される処理を、充電準備処理と記す。なお、充電準備処理の内容については後述する。
【００２４】
　なお、以下の説明では、電力供給用の線（すなわち、給電線３ａ）と、通信用の線（す
なわち、通信線４）とが分かれている場合について説明する。ただし、電力供給用の線と
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通信用の線とは、分かれていなくてもよく、１つの線であってもよい。１つの線で電力供
給及び通信を行う場合、例えば、電力線に通信信号を重畳すればよい。
【００２５】
　また、充電器５は、通信ネットワーク９９を介して二次電池管理サーバ９及び車両所有
者管理サーバ１０に接続される。
【００２６】
　二次電池管理サーバ９は、二次電池の情報を管理する。具体的には、二次電池管理サー
バ９は、二次電池と、その二次電池を搭載する電動車両１とを対応付けて管理する。また
、二次電池管理サーバ９は、その電動車両１の所有者に関する情報を管理するサーバ（具
体的には、車両所有者管理サーバ１０）を特定するための情報（以下、所有者管理サーバ
特定情報）も管理する。所有者管理サーバ特定情報として、例えば、そのサーバのアドレ
ス情報などが挙げられる。ただし、所有者管理サーバ特定情報は、サーバのアドレス情報
に限定されない。
【００２７】
　車両所有者管理サーバ１０は、電動車両１の所有者に関する情報を管理する。車両所有
者管理サーバ１０は、例えば、電動車両１の所有者の連絡先などを管理する。
【００２８】
　本実施形態では、二次電池の情報を管理するサーバと、電動車両１の所有者に関する情
報を管理するサーバとが、別の装置で実現されている場合について説明する。ただし、こ
れらのサーバは、別の装置で実現されていてもよく、同一の装置で実現されていてもよい
。これらのサーバが同一の装置で実現されている場合、この装置では、所有者管理サーバ
特定情報を管理しなくてもよい。
【００２９】
　次に、本実施形態における電池システムが、他の装置と通信を行わない充電器に接続さ
れる場合の構成を説明する。図２は、本発明の第１の実施形態における二次電池管理シス
テムの他の例を示すブロック図である。図２に例示する二次電池管理システムは、電池シ
ステム２と、充電器７とを備えている。電池システム２が電動車両１に搭載され、充電器
７へ第二の商用電源８（以下、商用電源８と記す。）から電力が供給される点は、図１に
例示する二次電池管理システムと同様である。充電器７は、給電線３ｂを介して電池シス
テム２に対する電力供給を行う。
【００３０】
　以下の説明では、通信線４を備え、通信ネットワークを介して他の装置と通信可能な充
電器を第一の充電器（または、第一の充電器５）と記す。また、電池システム２との通信
線を備えておらず、他の装置と通信を行わない充電器を第二の充電器（または、第二の充
電器７）と記す。
【００３１】
　図３は、図１に例示した電池システム２を詳細化した例を示すブロック図である。すな
わち、図３に例示する電池システム２は、第一の充電器５に接続される場合の例を示して
いる。本実施形態における電池システム２は、二次電池１１と、制御部１２と、計測部１
３と、蓄積部１４と、通信部１５と、記憶部１６と、車載充電器１７とを備えている。
【００３２】
　計測部１３は、充電状況を計測する。具体的には、計測部１３は、二次電池へ充電が行
われている間の電流値や電圧値、温度など、二次電池の状態を計測する。ただし、計測部
１３が計測する二次電池の状態は、上記内容に限定されない。以下、計測部１３が計測し
た二次電池の状態を表す情報を、充電ログと記す。なお、充電ログには、計測した二次電
池を識別するための情報（以下、二次電池識別情報と記す。）が含まれる。また、充電ロ
グには、充電時の日時や、充電時における二次電池の電圧値、電流値及び温度、充電開始
及び完了時の二次電池の状態などが含まれる。ただし、充電ログは、これらの全ての情報
を含んでいなくてもよい。そして、計測部１３は、測定した充電ログを蓄積部１４に記憶
させる。
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【００３３】
　計測部１３は、電池システム２を搭載する電動車両１が起動している状態で充電ログを
採取してもよく、停止している状態で充電ログを採取してもよい。また、計測部１３は、
電池システム２を搭載する電動車両１が起動している状態及び停止している状態の両方の
状態において充電ログを採取してもよい。
【００３４】
　一般的に、電池は電動車両１の起動中だけでなく、停止している（保管している）状態
でも劣化し、その劣化度合いは保管時の温度にも依存する。そのため、電動車両１が起動
中の場合だけでなく、停止している状態でも保管時の温度と併せて充電ログを採取するこ
とで、電池の劣化状況をより詳細に把握することが可能になる。
【００３５】
　蓄積部１４は、計測部１３が測定した二次電池の状態を表す情報（すなわち、充電ログ
）を記憶する。蓄積部１４は、例えば、メモリ等により実現される。
【００３６】
　通信部１５は、通信線４を介して充電器５と通信を行う。
【００３７】
　記憶部１６は、充電時の制御パラメータを一時的に保持する。充電時の制御パラメータ
とは、制御部１２が充電時における二次電池の状態に基づいて決定する情報であり、例え
ば、充電時の電流値などである。充電時の制御パラメータは、例えば、二次電池の残量や
温度などに基づいて決定される。ただし、充電時の制御パラメータを決定する方法は、上
記方法に限定されない。
【００３８】
　車載充電器１７は、充電器からの電力を変換して二次電池に電力を供給する。車載充電
器１７は、例えば、ＡＣ／ＤＣ変換器により実現される。なお、図３に例示する充電器５
から給電される電流については、変換の必要がないものとする。そのため、図３に例示す
る電池システム２では、車載充電器１７は使用されていない。このように、電流を変換す
る必要が無い場合、電池システム２には、車載充電器１７を備えていなくてもよい。また
、車載充電器１７は、電池システム２に含まれていなくてもよく、電池システム２とは別
のハードウェアで実現されていてもよい。
【００３９】
　制御部１２は、二次電池１１の充放電を制御する。具体的には、制御部１２は、二次電
池１１の電圧や周囲の温度、充電時の電流値などを測定し、その値に応じて二次電池１１
に対する充放電の制御や、充電器に送信する制御情報の生成を行う。なお、制御情報には
、二次電池５に対する充電開始指示や充電停止処理の他、給電に必要な電流値などの条件
（以下、給電条件と記す。）が含まれる。
【００４０】
　さらに、制御部１２は、充電器が通信ネットワークに接続されているか否かを判断する
。充電器が通信ネットワークに接続されている場合、制御部１２は、蓄積部１４に記憶さ
れた充電ログを充電器に送信する。
【００４１】
　なお、制御部１２は、充電器が通信ネットワークに接続されていると判断した場合、計
測部１３に対して測定した充電ログを蓄積部１４に記憶させず、計測部１３が測定した充
電ログをそのまま充電器に送信してもよい。すなわち、この場合、制御部１２は、蓄積部
１４に記憶された充電ログと、計測部１３が測定した充電ログのうちの少なくとも一方の
充電ログを充電器に送信する。
【００４２】
　なお、制御部１２は、充電器に対し、通信ネットワークに接続されているか否かを予め
規定された通信プロトコルで確認することにより、充電器が通信ネットワークに接続され
ているか否かを判断してもよい。例えば、電池システム２に充電器が接続されたときに、
制御部１２が規定された通信プロトコルに従って信号を送信し、その信号に対する応答が
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返ってきたときに、通信部１２は、充電器が通信ネットワークに接続されていると判断し
てもよい。
【００４３】
　図３に示す例では、充電器５は通信ネットワークに接続されている。そのため、制御部
１２は、蓄積部１４に記憶された充電ログを充電器５に送信する。
【００４４】
　なお、充電器が通信ネットワークに接続されていない場合には、蓄積部１４に記憶され
た充電ログの送信処理は行われない。このような場合、制御部１２は、例えば、電動車両
１の起動時に、蓄積部１４に記憶された充電ログの蓄積量から充電ログの送信要否（アッ
プデート依頼）を判断してもよい。充電ログの送信が必要と判断された場合、制御部１２
は、電動車両１に搭載されたディスプレイ（図示せず）にその旨を表示して、運転手に知
らせるようにしてもよい。
【００４５】
　次に、電池システム２が、第二の充電器７に接続される場合について説明する。図４は
、図２に例示した電池システム２を詳細化した例を示すブロック図である。電池システム
２の構成は、図３に示す内容と同様である。
【００４６】
　ただし、第二の充電器７は、通信部１５が通信線に接続されておらず、他の装置と通信
を行わない充電器である。また、図４に例示する第二の充電器７から給電される電流につ
いては、変換する必要があるものとする。そのため、図４に例示する電池システム２では
、車載充電器１７が第二の充電器７と給電線３ｂを介して接続され、第二の充電器７から
給電される電流が変換された後、その電流が二次電池１１に給電される。
【００４７】
　図５は、図１に例示した第一の充電器５を詳細化した例を示すブロック図である。第一
の充電器５は、電源部１８と、制御部１９と、通信部２０とを備えている。
【００４８】
　電源部１８は、商用電源６の交流電力を直流電力に変換し、出力レベルを調整して電池
システム２に出力する。具体的には、電源部１８は、制御部１９が調整した出力レベルに
基づいて、電池システム２に直流電流を出力する。
【００４９】
　制御部１９は、電源部１８の出力レベルを調整する。具体的には、制御部１９は、電池
システム２から給電指示とともに給電条件を受け取ると、その給電条件に基づいて出力レ
ベルを調整する。例えば、給電条件として、充電する際の電流値を電池システム２から受
信すると、制御部１９は、定電流回路（図示せず）の抵抗値を変更して電流値を調整する
。ただし、出力レベルの調整方法は、低電流回路の抵抗値を変更する方法に限定されない
。制御部１９は、広く知られている方法を用いて電源部１８の出力レベルを調整すればよ
い。
【００５０】
　通信部２０は、電池システム２または二次電池管理サーバ９と通信を行う。
【００５１】
　図６は、図４に例示した第二の充電器７を詳細化した例を示すブロック図である。第二
の充電器７は、電源部２１を備えている。
【００５２】
　電源部２１は、商用電源８の交流電力を、コネクタ形状を変えて電池システム２に出力
する。すなわち、電源部２１には、商用電源８及び電池システム２と接続するためコネク
タが形成されており、電源部２１は、一方のコネクタに接続された商用電源８からの交流
電流を、他方のコネクタを介して電池システム２に出力する。
【００５３】
　図７は、二次電池管理サーバ９を詳細化した例を示すブロック図である。二次電池管理
サーバ９は、電池管理部２２と、通信部２３と、保存部２４と、分析部２５と、通知部２
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６とを備えている。
【００５４】
　電池管理部２２は、二次電池１１の識別子（すなわち、二次電池識別情報）と、その二
次電池１１を搭載した電動車両１の情報とを保持する。電動車両１の情報には、電動車両
１を識別可能な情報と、所有者管理サーバ特定情報（例えば、電動車両１の情報を管理す
るサーバのアドレス情報）とが含まれる。二次電池１１の識別子や電動車両１の情報は、
ユーザ等により、予め電池管理部２２に記憶される。
【００５５】
　なお、二次電池は再利用（リユース）される可能性がある。そこで、電池管理部２２は
、車両所有者管理サーバ１０のアドレス情報の代わりに、二次電池がリユースされた場合
のリユース状況を管理するサーバのアドレス情報を記憶しておいてもよい。この場合、リ
ユース状況を管理するサーバに記憶された情報を参照することで、二次電池が廃棄される
までのトレースが可能になる。
【００５６】
　通信部２３は、充電器５と通信を行う。
【００５７】
　保存部２４は、充電器５から提供された情報を記憶する。具体的には、保存部２４は、
充電器５が電池システム２から受け取った充電ログを二次電池識別情報ごとに記憶する。
ただし、保存部２４が記憶する内容は、充電ログに限定されない。
【００５８】
　分析部２５は、保存部２４に記憶された充電ログに基づいて二次電池の状態を分析する
。分析部２５は、例えば、過去の充電ログ同士の比較を行い、充電ログの経時変化をもと
に二次電池の劣化状況を分析する。分析部２５は、例えば、「二次電池劣化あり／なし」
を示す２値の値を分析結果としてもよく、「劣化度３０％」といった細かい粒度の値を分
析結果としてもよい。
【００５９】
　以下、分析部２５が二次電池の状態を分析する他の方法を説明する。まず、分析部２５
は、電池システム２から通知された充電ログに含まれる二次電池識別情報をもとに、保存
部２４に記憶された過去の充電ログの履歴を抽出し、抽出した充電ログの履歴から、電池
電圧曲線（充電特性曲線）を生成する。そして、分析部２５は、計測部１３が測定した充
電ログと、生成された電池電圧曲線とを比較することで、二次電池の状態を判定する。例
えば、分析部２５は、二次電池識別情報が同一である過去の充電ログから同一条件時（例
えば、電圧値、電流値が同一の時）における電池電圧曲線の傾き値を参照し、両者を比較
することで劣化判定を行ってもよい。
【００６０】
　さらに、分析部２５は、充電ログが登録されているかどうかを定期的に検査する。具体
的には、分析部２５は、充電ログが予め定められたよりも長い期間保存部２４に記憶され
ていない場合、分析結果を、「所定期間充電ログが記録されていない」としてもよい。
【００６１】
　通知部２６は、分析部２５が分析した分析結果を車両所有者管理サーバ１０に通知する
。
【００６２】
　図８は、車両所有者管理サーバ１０を詳細化した例を示すブロック図である。車両所有
者管理サーバ１０は、所有者管理部２７と、通信部２８と、車両管理部２９と、判定部３
０とを備えている。
【００６３】
　所有者管理部２７は、電動車両１の識別子と、その電動車両１を所有する所有者の情報
とを記憶する。所有者管理部２７は、所有者の情報として、例えば、所有者の連絡先を記
憶する。
【００６４】
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　通信部２８は、二次電池管理サーバ１０と通信を行う。
【００６５】
　車両管理部２９は、二次電池管理サーバ９が分析した分析結果を車両ごとに記憶する。
車両管理部２９は、分析結果として、例えば、「二次電池劣化あり／なし」を示す２値の
値を記憶してもよく、「劣化度３０％」といった細かい粒度の値を記憶してもよい。
【００６６】
　判定部３０は、車両管理部２９に保存された情報をもとに、所有者への通知可否を判定
する。なお、通知可否を判定するための条件は予め定められ、判定部３０は、その条件を
満たすか否かで通知の可否を判定する。
【００６７】
　例えば、分析結果が「二次電池劣化あり／なし」を示す２値の値で表わされ、通知可否
の条件が「二次電池劣化ありの場合」と定められている場合、判定部３０は、この条件に
従って通知の可否を判断してもよい。また、分析結果が劣化度を表す割合で表わされ、通
知可否の条件が、「劣化度７０％を超える劣化度の場合」と定められている場合、判定部
３０は、この条件に従って通知の可否を判断してもよい。
【００６８】
　さらに、通知可否の条件が「所定の期間充電ログが更新されていない場合」と定められ
ている場合、判定部３０は、上記内容の通知を二次電池管理サーバ９から判定結果として
受信したか否かを判定して通知の可否を判断してもよい。ただし、通知可否を判定するた
めの条件は、上記内容に限定されない。例えば、電池システムの特性などに応じた条件を
予め定めておけばよい。
【００６９】
　なお、所有者管理部２７及び車両管理部２９は、例えば、磁気ディスク等により実現さ
れる。
【００７０】
　制御部１２と、計測部１３とは、プログラム（二次電池管理プログラム）に従って動作
するコンピュータのＣＰＵによって実現される。例えば、プログラムは、電池システム２
の記憶部１６に記憶され、ＣＰＵは、そのプログラムを読み込み、プログラムに従って、
制御部１２及び計測部１３として動作してもよい。また、制御部１２と、計測部１３とは
、それぞれが専用のハードウェアで実現されていてもよい。
【００７１】
　次に、動作について説明する。まず、通信線４を備えた第一の充電器５を電池システム
２に接続させる場合について説明する。図９は、第１の実施形態において、通信機能を有
する充電器５を電池システム２に接続させる場合の動作の例を示すシーケンス図である。
【００７２】
　電動車両１が充電器５に接続されると、充電準備処理として、電池システム２と充電器
５の間で、接続認識や充電能力の通知などの処理が実行される（ステップＳ１）。具体的
には、制御部１２は、充電器５が通信ネットワークに接続されているか否かを判断し、相
互に接続がされたか否かの確認処理を行う。また、他にも、充電準備処理として、電池シ
ステム２の制御部１２がログ蓄積の有無を示す情報を充電器５に通知したり、充電器５の
制御部１９がログ収集可能か否かを電池システム２に通知したりする。ただし、充電準備
処理は、これらの内容に限定されない。
【００７３】
　なお、図９に示す例では、充電器５がログ収集可能であり、電池システム２にはログの
蓄積が無いものとする。この場合、例えば、電池システム２の制御部１２がログの蓄積が
無いことを充電器５に通知することで、充電器５の制御部１９は、電池システム２にログ
の蓄積が無いことを認識する（ステップＳ２）。
【００７４】
　電池システム２が給電条件と給電開始指示とを充電器５に通知すると（ステップＳ３）
、充電器５は、指示された条件をもとに給電を開始する（ステップＳ４、ステップＳ５）
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。給電が開始されると、電池システム２は、充電中の充電状況を監視し、充電ログを収集
する（ステップＳ６）。充電状態が所望の状態になると、電池システム２は、給電停止指
示を充電器５に通知し（ステップＳ７）、充電器５は給電を停止する（ステップＳ８）。
【００７５】
　給電が停止されると、電池システム２の制御部１２が充電ログを二次電池識別情報と一
緒に充電器５に通知し（ステップＳ９）、充電器５の制御部１９が更にその情報を二次電
池管理サーバ９に通知する（ステップＳ１０）。
【００７６】
　なお、電池システム２が充電器５に充電ログを送信する際のプロトコルと、充電器５か
ら二次電池管理サーバ９に充電ログを送信する際のプロトコルが異なる場合、充電器５は
、ゲートウェイとして動作してもよい。また、例えば、ＩＰプロトコルに従って、電池シ
ステム２から充電器５へ充電ログが送信され、さらに、そのプロトコルに従って、充電器
５から二次電池管理サーバ９へ充電ログが送信される場合、充電器５は、ルータとして動
作してもよい。
【００７７】
　二次電池管理サーバ９が充電ログを受け取ると、分析部２５は、充電ログを二次電池識
別情報ごとに保存する。そして、分析部２５は、過去の充電ログ同士の比較を行うことで
、充電ログの経時変化を分析する（ステップＳ１１）。
【００７８】
　次に、分析部２５は、その二次電池を搭載している電動車両１の情報が登録されている
車両所有者管理サーバ１０のアドレスを、車両管理部２９に記憶された情報から検索する
（ステップＳ１２）。そして、分析部２５は、検索された車両所有者管理サーバ１０に対
して、分析結果を通知する（ステップＳ１３）。
【００７９】
　車両所有者管理サーバ１０が二次電池管理サーバ９から分析結果を受け取ると、判定部
３０は、二次電池のメンテナンス等の必要性を車両所有者に通知するか否かの判定を行う
（ステップＳ１４）。通知すると判定されると、判定部３０は、所有者管理部２７からそ
の電動車両１の所有者を検索する（ステップＳ１５）。そして、検索された連絡先に対し
て、二次電池に対するメンテナンスの必要性等を示す内容の通知が行われる（ステップＳ
１６）。
【００８０】
　例えば、車両所有者管理サーバ１０の制御部（図示せず）が、検索された連絡先に対し
て電子メールによる通知を行ってもよい。もしくは、検索された連絡先に対し、人手で文
書通知を行ってもよい。ただし、通知を行う方法は、これらの方法に限定されない。
【００８１】
　次に、通信線を備えていない第二の充電器７を電池システム２に接続させる場合につい
て説明する。図１０は、第１の実施形態において、通信機能を有さない充電器７を電池シ
ステム２に接続させる場合の動作の例を示すシーケンス図である。
【００８２】
　電動車両１が充電器７に接続されると、制御部１２は、充電器７が通信ネットワークに
接続されているか否かを判断する。ここでは、充電器７は、通信ネットワークに接続され
ていないため、充電ログの送信は行われない。その後、充電器７は、電池システム２に対
して給電を開始する（ステップＳ２１、ステップＳ２２）。電池システム２は、充電器７
との間に通信線がないため、充電中の状態を監視し、充電ログを蓄積する（ステップＳ２
３）。その後、二次電池の充電状況が所望の状態になると、充電器７は給電を停止する（
ステップＳ２４）。以降、充電器７のみを使用している場合、電動車両１と充電器７との
間で、ステップＳ２１～Ｓ２４の処理を繰り返すことで、蓄積部１４に充電ログが継続的
に蓄積される。
【００８３】
　一方、二次電池管理サーバ９の分析部２５は、充電ログが更新されているかどうかを定
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期的に検査する（ステップＳ３１）。一定期間充電ログの更新がない場合、分析部２５は
、充電ログの更新がない二次電池を特定し、その二次電池を搭載した電動車両の情報を管
理する車両所有者管理サーバ１０のアドレスを電池管理部２２から検索する（ステップＳ
３２）。そして、分析部２５は、その電動車両に対する検査結果を、検索された車両所有
者管理サーバ１０に通知する（ステップＳ３３）。分析部２５は、例えば、その電動車両
の充電ログの更新が一定期間存在しない旨の検査結果を、その電動車両を管理する車両所
有者管理サーバ１０に通知する。
【００８４】
　車両所有者管理サーバ１０が二次電池管理サーバ９から検査結果を受け取ると、判定部
３０は、充電ログのアップロード依頼等を車両所有者に通知するか否かの判定を行う（ス
テップＳ３４）。通知すると判定されると、判定部３０は、所有者管理部２７からその電
動車両１の所有者を検索する（ステップＳ３５）。そして、検索された連絡先に対して、
充電ログのアップロード等の必要性を示す内容の通知が行われる（ステップＳ３６）。
【００８５】
　例えば、車両所有者管理サーバ１０の制御部（図示せず）が、検索された連絡先に対し
て電子メールによる通知を行ってもよい。もしくは、検索された連絡先に対し、人手で文
書通知を行ってもよい。ただし、通知を行う方法は、これらの方法に限定されない。
【００８６】
　次に、電池システム２が充電ログを蓄積している状態で、通信線４を備えている充電器
（すなわち、第一の充電器５）を電池システム２に接続させる場合の動作を説明する。図
１１は、第１の実施形態において、通信機能を有する充電器を、充電ログが蓄積されてい
る状態で電池システム２に接続させる場合の動作の例を示すシーケンス図である。
【００８７】
　電動車両１が充電器５に接続されると、充電準備処理として、電池システム２と充電器
５の間で、接続認識や充電能力の通知などの処理が実行される（ステップＳ１）。なお、
図１１に示す例では、充電器５がログ収集可能であり、電池システム２にはログの蓄積が
あるものとする。この場合、例えば、電池システム２の制御部１２がログの蓄積があるこ
とを充電器５に通知することで、充電器５の制御部１９は、電池システム２にログの蓄積
があることを認識する（ステップＳ４１）。
【００８８】
　電池システム２が給電条件と給電開始指示とを充電器５に通知すると（ステップＳ３）
、充電器５は、指示された条件をもとに給電を開始する（ステップＳ４、ステップＳ５）
。給電が開始されると、電池システム２は、充電中の充電状況を監視し、充電ログを収集
する（ステップＳ６）。併せて、電池システム２は、過去の充電ログを、例えば、充電中
の通信回線の空き帯域を利用して充電器５に通知する（ステップＳ４２）。充電器５が過
去の充電ログを受け取ると、制御部１９は、受け取った充電ログを二次電池管理サーバ９
に通知する（ステップＳ４３）。
【００８９】
　以降、電池システム２による給電停止指示が行われてから、電動車両１の所有者に通知
が行われるまでの処理は、図９におけるステップＳ７～ステップＳ１６までの処理と同様
である。
【００９０】
　以上のように、本実施形態によれば、電動車両１に内蔵された計測部１３が、二次電池
１１の充電時の電圧、電流などの充電特性を測定する。また、制御部１２が、通信ネット
ワークの利用が可能か否かを判定し、可能な場合には、測定した情報を所定のサーバに提
供する。一方、通信ネットワークが利用できない場合、制御部１２は、電動車両１１内の
蓄積部１４に一時的に充電ログを蓄積し、通信ネットワークの利用が可能になった場合に
、蓄積した充電ログサーバに提供する。このようにすることで、電動車両１に搭載された
二次電池１１の充電特性を継続的にサーバで収集することが可能になるため、測定された
二次電池の状態を適切に管理できる。
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【００９１】
　さらに、本実施形態では、充電器５が通信処理を行うため、電動車両１に新たなネット
ワークインタフェースを追加しなくても、通信ネットワーク上のサーバが継続的に電動車
両１の充電ログを収集することが可能になる。また、通信できない場合には、充電ログを
蓄積部１４に記憶しておくため、電池システムが通信ネットワークに常時接続されていな
くても、電動車両１の充電ログを継続的に収集できる。さらに、二次電池の充電ログが継
続的に収集されるため、二次電池の劣化状況を適切に推測できる。よって、利用者に二次
電池の点検を促すことが可能になるため、安全性の向上が期待できる。
【００９２】
実施形態２．
　次に、本発明の第二の実施形態における二次電池管理システムについて説明する。本実
施形態では、充電を行う状態と充電を行わない状態との切り替えが可能な充電器が電池シ
ステムに接続される場合について説明する。また、本実施形態では、充電器が、通信ネッ
トワークを介して他の装置と通信可能であるものとする。
【００９３】
　すなわち、本実施形態における二次電池管理システム及び電池システムの構成は、図１
及び図３に例示する構成と同様であるため、各構成の機能については説明を省略する。
【００９４】
　図１２は、本実施形態における充電器５を詳細化した例を示すブロック図である。本実
施形態における充電器５は、電源部１８と、制御部１９と、通信部２０と、入力部３１と
を備えている。すなわち、充電器５が入力部３１を備えている点において、第１の実施形
態と異なる。
【００９５】
　入力部３１は、指定された充電器の動作状態（以下、動作モードと記す。）を入力する
。動作モードは、充電をする動作モードと、充電をしない動作モードのうちから選択され
る。入力部３１は、例えば、動作モードを指定するスイッチなどにより実現される。
【００９６】
　制御部１９は、入力部３１が入力した充電器の動作モードに応じて動作する。具体的に
は、制御部１９は、充電の要否に応じた充電準備処理を行う。例えば、充電をしない動作
モードが選択された場合、制御部１９は、電力の出力を抑制する
【００９７】
　なお、電源部１８及び通信部２０については、第１の実施形態と同様であるため、説明
を省略する。
【００９８】
　次に、動作について説明する。図１３は、充電をしない動作モードで充電器５を接続さ
せる場合の動作の例を示すシーケンス図である。
【００９９】
　電動車両１と充電器５とを接続する前に、充電器の動作モードが選択される（ステップ
Ｓ５１）。以下、充電をしない動作モードが選択された場合について説明する。
【０１００】
　充電をしない動作モードが指定された状態で電動車両１が充電器５に接続されると、電
池システム２と充電器５の間で充電準備処理が実行される（ステップＳ５２）。なお、充
電をしない動作モードが選択された場合、電力出力を抑制するだけでよいため、本実施形
態における充電実施処理でも、第１の実施形態と同様に、電池システム２と充電器５の間
で、図９に例示するステップＳ１と同様の処理を実行すればよい。
【０１０１】
　すなわち、具体的には、制御部１２は、充電器５が通信ネットワークに接続されている
か否かを判断し、相互に接続がされたか否かの確認処理を行う。また、他にも、充電準備
処理として、電池システム２の制御部１２がログ蓄積の有無を示す情報を充電器５に通知
したり、充電器５の制御部１９がログ収集可能か否かを電池システム２に通知したりする
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。
【０１０２】
　なお、図１３に示す例では、充電器５がログ収集可能であり、電池システム２にはログ
の蓄積があるものとする。この場合、例えば、電池システム２の制御部１２がログの蓄積
が無いことを充電器５に通知することで、充電器５の制御部１９は、電池システム２にロ
グの蓄積があることを認識する（ステップＳ４１）。
【０１０３】
　充電準備処理が完了すると、電池システム２は、通信回線を利用して、過去の充電ログ
を充電器５に通知する（ステップＳ４２）。充電器５が過去の充電ログを受け取ると、制
御部１９は、受け取った充電ログを二次電池管理サーバ９に通知する（ステップＳ４３）
。
【０１０４】
　以降、二次電池管理サーバ９が充電ログを分析し、分析結果を車両所有者管理サーバ１
０に送信して、所有者への通知が行われるまでの処理は、図９及び図１１におけるステッ
プＳ１１～ステップＳ１６までの処理と同様である。
【０１０５】
　なお、ステップＳ５１において、充電をするモードが選択された場合、第一の実施形態
で説明した図９に例示する処理が行われる。
【０１０６】
　次に、本発明の最小構成を説明する。図１４は、本発明による二次電池管理システムの
最小構成の例を示すブロック図である。また、図１５は、本発明による電池システムの最
小構成の例を示すブロック図である。
【０１０７】
　図１４に例示する二次電池管理システムは、二次電池８１（例えば、二次電池１１）を
有する電池システム８０（例えば、電池システム２）と、電池システム８０の二次電池８
１への給電処理を行う充電器９０（例えば、充電器５）とを備えている。
【０１０８】
　電池システム８０は、二次電池８１の状態を測定した情報である測定情報（例えば、充
電ログ）を記憶する測定情報記憶手段８２（例えば、蓄積部１４）と、二次電池８１の状
態を測定して、測定情報記憶手段８２に測定情報を記憶させる測定情報登録手段８３（例
えば、計測部１３）と、充電器９０が通信ネットワークに接続されているか否かを判定す
る接続判定手段８４（例えば、制御部１２）とを備えている。
【０１０９】
　測定情報登録手段８３は、充電器９０が通信ネットワークに接続されていることを条件
に、測定情報記憶手段８２に記憶された測定情報を充電器９０に送信する。
【０１１０】
　また、図１５に例示する電池システムは、二次電池８１（例えば、二次電池１１）を有
する電池システム８０（例えば、電池システム２）である。なお、測定情報記憶手段８２
、測定情報登録手段８３、及び接続判定手段８４の内容は、図１４示す内容と同様である
。
【０１１１】
　このような構成により、測定された二次電池の状態を適切に管理できる。
【０１１２】
　また、測定情報登録手段８３が、充電器９０が通信ネットワークに接続されていること
を条件に、測定した測定情報を、測定情報記憶手段８２に記憶させずに充電器９０へ送信
してもよい。
【０１１３】
　また、電池システム８０が、移動体（例えば、電動車両１）に搭載され、測定情報登録
手段８３が、移動体が起動していない間も、二次電池８１の状態を測定して測定情報記憶
手段８２に測定情報を記憶させてもよい。このようにすることで、電池の劣化状況をより
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詳細に把握することが可能になる。
【０１１４】
　また、二次電池８１の状態を通信ネットワークを介して管理する二次電池状態管理手段
（例えば、二次電池管理サーバ９）を備えていてもよい。この場合、充電器９０が、電池
システム８０から受信した測定情報を、二次電池状態管理手段に送信する測定情報送信手
段（例えば、制御部１２）を備えていてもよい。そして、二次電池状態管理手段が、二次
電池８１を搭載する移動体（例えば、電動車両１）ごとに、その移動体を管理する管理手
段（例えば、車両所有者管理サーバ１０）を識別する情報である管理手段識別情報（例え
ば、車両所有者管理サーバ１０のアドレス）を記憶する管理手段識別情報記憶手段（例え
ば、電池管理部２２）と、充電器９０から受信した測定情報に基づいて、二次電池の状態
を分析する分析手段２５と、分析対象の二次電池を搭載する移動体を管理する移動体管理
手段を、管理手段識別情報記憶手段に記憶された管理手段識別情報に基づいて特定し、特
定した移動体管理手段に対して分析手段による分析結果を送信する分析結果送信手段（例
えば、通知部２６）とを含んでいてもよい。このような構成により、移動体ごとに搭載さ
れる二次電池の状態を適切に分析できる。
【０１１５】
　また、二次電池８１を搭載する移動体（例えば、電動車両１）を管理する移動体管理手
段（例えば、車両所有者管理サーバ１０）を備えていてもよい。そして、移動体管理手段
が、分析結果送信手段から受信した分析結果に基づいて、分析対象の二次電池８１を搭載
した移動体の保有者への通知要否を判定する通知要否判定手段（例えば、判定部３０）を
含んでいてもよい。このような構成により、移動体ごとに搭載される二次電池の状態を、
移動体の保有者に対して通知するか否かを適切に判断できる。
【０１１６】
　また、移動体管理手段は、移動体を保有する保有者の情報を記憶する保有者情報記憶手
段（例えば、所有者管理部２７）を備えていてもよい。そして、通知要否判定手段が、移
動体の保有者へ通知が必要であると判定したことを条件に、移動体の保有者の通知先を保
有者情報記憶手段に記憶された情報をもとに特定して、その保有者に通知を行ってもよい
。このような構成により、二次電池を搭載する移動体の保有者に対し、二次電池の状態に
応じた通知を行うことが可能になる。
【０１１７】
　また、測定情報登録手段が、測定情報として、充電時の日時を示す情報と、充電時にお
ける二次電池の電圧値、電流値及び温度を示す情報と、充電開始及び完了時の二次電池の
状態を示す情報のうちの少なくとも１つの情報を、二次電池を識別する情報と共に充電器
９０へ送信してもよい。
【０１１８】
　また、電池システム８０と充電器９０とは、充電手順を表す情報（例えば、充電準備処
理で送受信される情報）を通信するインタフェースである情報通信インタフェース（例え
ば、通信線４）を用いて接続されていてもよい。
【０１１９】
　また、電池システム８０が、二次電池８１への充電を制御する充電制御手段（例えば、
制御部１２）を備えていてもよい。また、充電器９０が、指定された充電器の動作状態を
入力する入力手段（例えば、入力部３１）を備えていてもよい。そして、充電制御手段が
、入力手段が充電を行わないことを示す動作状態（例えば、充電をしない動作モード）を
入力したときに、二次電池への充電を抑制し、測定情報登録手段８３が、情報通信インタ
フェースを介して測定情報を充電器９０に送信してもよい。
【０１２０】
　なお、上記の実施形態の一部又は全部は、以下の付記のようにも記載されうるが、以下
には限られない。
【０１２１】
（付記１）二次電池を有する電池システムと、前記電池システムの二次電池への給電処理
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を行う充電器とを備え、前記電池システムは、二次電池の状態を測定した情報である測定
情報を記憶する測定情報記憶手段と、二次電池の状態を測定して、前記測定情報記憶手段
に測定情報を記憶させる測定情報登録手段と、前記充電器が通信ネットワークに接続され
ているか否かを判定する接続判定手段とを備え、前記測定情報登録手段は、前記充電器が
通信ネットワークに接続されていることを条件に、前記測定情報記憶手段に記憶された測
定情報を前記充電器に送信することを特徴とする二次電池管理システム。
【０１２２】
（付記２）測定情報登録手段は、充電器が通信ネットワークに接続されていることを条件
に、測定した測定情報を、測定情報記憶手段に記憶させずに充電器へ送信する付記１記載
の二次電池管理システム。
【０１２３】
（付記３）前記電池システムは、移動体に搭載され、測定情報登録手段は、移動体が起動
していない間も、二次電池の状態を測定して測定情報記憶手段に測定情報を記憶させる付
記１または付記２記載の二次電池管理システム。
【０１２４】
（付記４）二次電池の状態を通信ネットワークを介して管理する二次電池状態管理手段を
備え、充電器は、電池システムから受信した測定情報を、前記二次電池状態管理手段に送
信する測定情報送信手段を備え、前記二次電池状態管理手段は、二次電池を搭載する移動
体ごとに、当該移動体を管理する管理手段を識別する情報である管理手段識別情報を記憶
する管理手段識別情報記憶手段と、前記充電器から受信した測定情報に基づいて、二次電
池の状態を分析する分析手段と、分析対象の二次電池を搭載する移動体を管理する移動体
管理手段を、前記管理手段識別情報記憶手段に記憶された管理手段識別情報に基づいて特
定し、特定した移動体管理手段に対して前記分析手段による分析結果を送信する分析結果
送信手段とを含む付記１から付記３のうちのいずれか１つに記載の二次電池管理システム
。
【０１２５】
（付記５）二次電池を搭載する移動体を管理する移動体管理手段を備え、前記移動体管理
手段は、分析結果送信手段から受信した分析結果に基づいて、分析対象の二次電池を搭載
した移動体の保有者への通知要否を判定する通知要否判定手段を含む付記４記載の二次電
池管理システム。
【０１２６】
（付記６）移動体管理手段は、移動体を保有する保有者の情報を記憶する保有者情報記憶
手段を備え、通知要否判定手段は、移動体の保有者へ通知が必要であると判定したことを
条件に、移動体の保有者の通知先を前記保有者情報記憶手段に記憶された情報をもとに特
定して、当該保有者に通知を行う付記５記載の二次電池管理システム。
【０１２７】
（付記７）測定情報登録手段は、測定情報として、充電時の日時を示す情報と、充電時に
おける二次電池の電圧値、電流値及び温度を示す情報と、充電開始及び完了時の二次電池
の状態を示す情報のうちの少なくとも１つの情報を、二次電池を識別する情報と共に充電
器へ送信する付記１から付記６のうちのいずれか１つに記載の二次電池管理システム。
【０１２８】
（付記８）電池システムと充電器とは、充電手順を表す情報を通信するインタフェースで
ある情報通信インタフェースを用いて接続される付記１から付記７のうちのいずれか１つ
に記載の二次電池管理システム。
【０１２９】
（付記９）電池システムは、二次電池への充電を制御する充電制御手段を備え、充電器は
、指定された充電器の動作状態を入力する入力手段を備え、前記充電制御手段は、前記入
力手段が充電を行わないことを示す動作状態を入力したときに、二次電池への充電を抑制
し、測定情報登録手段は、情報通信インタフェースを介して測定情報を充電器に送信する
付記８記載の二次電池管理システム。
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【０１３０】
（付記１０）二次電池と、前記二次電池の状態を測定した情報である測定情報を記憶する
測定情報記憶手段と、前記二次電池の状態を測定して、前記測定情報記憶手段に測定情報
を記憶させる測定情報登録手段と、前記二次電池への給電処理を行う充電器が通信ネット
ワークに接続されているか否かを判定する接続判定手段とを備え、前記測定情報登録手段
は、前記充電器が通信ネットワークに接続されていることを条件に、前記測定情報記憶手
段に記憶された測定情報を、前記充電器に送信することを特徴とする電池システム。
【０１３１】
（付記１１）測定情報登録手段は、充電器が通信ネットワークに接続されていることを条
件に、測定した測定情報を、測定情報記憶手段に記憶させずに充電器へ送信する付記１０
記載の電池システム。
【０１３２】
（付記１２）二次電池を有する電池システムが、二次電池の状態を測定し、前記電池シス
テムが、測定した二次電池の状態を示す情報である測定情報を、測定情報測定情報記憶手
段に記憶させ、前記電池システムが、当該電池システムの二次電池への給電処理を行う充
電器が通信ネットワークに接続されているか否かを判定し、前記電池システムが、前記充
電器が通信ネットワークに接続されていることを条件に、前記測定情報記憶手段に記憶さ
れた測定情報を、前記充電器に送信することを特徴とする二次電池管理方法。
【０１３３】
（付記１３）充電器が通信ネットワークに接続されていることを条件に、測定した測定情
報を、測定情報記憶手段に記憶させずに充電器へ送信する付記１２記載の二次電池管理方
法。
【０１３４】
（付記１４）二次電池を有し、当該二次電池の状態を測定した情報である測定情報を記憶
する測定情報記憶手段を備えたコンピュータに適用される二次電池管理プログラムであっ
て、前記コンピュータに、二次電池の状態を測定して、前記測定情報記憶手段に測定情報
を記憶させる測定情報登録処理、および、前記二次電池への給電処理を行う充電器が通信
ネットワークに接続されているか否かを判定する接続判定処理を実行させ、前記測定情報
登録処理で、前記充電器が通信ネットワークに接続されていることを条件に、前記測定情
報記憶手段に記憶された測定情報を、前記充電器に送信させることを特徴とする二次電池
管理プログラム。
【０１３５】
（付記１５）コンピュータに、測定情報登録処理で、充電器が通信ネットワークに接続さ
れていることを条件に、測定した測定情報を、測定情報記憶手段に記憶させずに充電器へ
送信させる付記１４記載の二次電池管理プログラム。
【０１３６】
　以上、実施形態及び実施例を参照して本願発明を説明したが、本願発明は上記実施形態
および実施例に限定されるものではない。本願発明の構成や詳細には、本願発明のスコー
プ内で当業者が理解し得る様々な変更をすることができる。
【０１３７】
　この出願は、２０１０年４月２６日に出願された日本特許出願２０１０－１０１２２４
を基礎とする優先権を主張し、その開示の全てをここに取り込む。
【産業上の利用可能性】
【０１３８】
　本発明は、電動車両などに搭載される二次電池の状態を管理する二次電池管理システム
に好適に適用される。
【符号の説明】
【０１３９】
　１　 電動車両
　２　 電池システム
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　３ａ，３ｂ　 給電線
　４　 通信線
　５　 第一の充電器
　６　 第一の商用電源
　７　 第二の充電器
　８　 第二の商用電源
　９　 二次電池管理サーバ
　１０　車両所有者管理サーバ
　１１　二次電池
　１２　制御部（電池システム２）
　１３　計測部
　１４　蓄積部
　１５　通信部（電池システム２）
　１６　記憶部
　１７　車載充電器
　１８　電源部（第一の充電器５）
　１９　制御部（第一の充電器５）
　２０　通信部（第一の充電器５）
　２１　電源部（第二の充電器７）
　２２　電池管理部
　２３　通信部（二次電池管理サーバ９）
　２４　保存部
　２５　分析部
　２６　通知部
　２７　所有者管理部
　２８　通信部（車両所有者管理サーバ１０）
　２９　車両管理部
　３０　判定部
　３１　入力部
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